
事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の
判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下の
ようなものがあります。なお、当社は、当社グループにおけ
る各種リスク発生の可能性を把握し、発生の回避および発
生時に迅速・的確な対応ができるようにするための体制の
確立に努めています。

また、文中の将来に関する事項は、2017年度末において
当社グループが判断したものです。

（1）為替レートの変動
当社グループにおける海外事業の現地通貨建ての資産

などは、換算時の為替レートにより円換算後の価額が影響
を受ける可能性があります。また、当社グループは、必要に
応じて通貨変動に対するヘッジなどを行っていますが、予測
を超えた円高が進行した場合などには、当社グループの業
績および財務状況に影響を与える可能性があります。

（2）原材料の市況変動
当社グループの高機能プラスチックス事業、環境・ライフ

ライン事業を中心に、塩化ビニル・オレフィン・鉄などの原材
料価格の変動をタイムリーに製品価格に転嫁できず、その
スプレッドを十分確保することができなかった場合、当社グ
ループの業績および財務状況に影響を与える可能性があ
ります。

（3）海外での事業活動
当社グループの海外での事業活動には、予期しない法律

や規制の変動、産業基盤の脆弱性、テロ・戦争・その他の要
因による社会的または政治的混乱などのリスクが存在しま
す。これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの海外
での事業活動に支障が生じ、当社グループの業績および将
来計画に影響を与える可能性があります。

（4）住宅関連税制および金利の動向
当社グループの住宅関連事業は、国内の住宅取得に関

連する税制や消費税、金利動向などの影響を受けていま
す。これらの動向が住宅関連事業に影響を及ぼし、当社グ
ループの業績および財務状況に影響を与える可能性があ
ります。

（5）エレクトロニクス関連市場の動向
当社グループの高機能プラスチックス事業におけるエレ

クトロニクス関連事業が対象とする市場は、業界の特性と
して需要の変動が激しいため、短期間に需要が縮小した場
合、当社グループの業績および財務状況に影響を与える可
能性があります。

（6）公共事業の動向
当社グループの環境・ライフライン事業には、官公庁向け

のものが含まれており、公共投資の動向の影響を受けてい
ます。公共投資は、政府および地方自治体の政策によって
決定されるため、今後、公共投資が削減された場合、当社グ
ループの業績および財務状況に影響を与える可能性があ
ります。

（7）産業事故災害
当社グループの工場において、万一、火災・爆発などの産

業事故災害が発生し、当社グループの業務および地域社会
に大きな影響を及ぼした場合、これに伴い生ずる社会的信
用の失墜、補償などを含む産業事故災害への対応費用、生
産活動の停止による機会損失および顧客に対する補償な
どにより、当社グループの業績および財務状況に影響を与
える可能性があります。

（8）知的財産・製造物責任（ＰＬ）
当社グループにおいて知的財産に係る紛争が生じ、当社

グループに不利な判断がなされたり、製品の欠陥に起因し
て大規模な製品回収や損害賠償につながるリスクが現実
化し、これを保険により補填できない事態が生じる可能性
があります。これらのリスクが顕在化した場合には、当社グ
ループの業績および財務状況に影響を与える可能性があ
ります。
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